
事業名 支援内容 支援対象経費等 担当課

復興支援ボラン
ティア連携推進
事業

　被災者支援を行う災害ボラン
ティア団体の活動経費を支援す
る。

・子ども支援、親支援（育児支援等）
・日常生活支援（移動・買い物等）
・自立的復興に向けた人材育成支援
【補助額】
補助上限：１団体あたり100万円
１自治体あたりの上限額：200万円

復興課
復興推進係
☎２８２－１７０１

住まいの再建支
援事業（自宅再
建利子助成）

　住居が被災したことにより、
金融機関等から融資を受けて、
県内で住宅を新築、購入、補修
する場合の借入額に係る利子の
支払額の全部又は一部を一括し
て支援する。
※民間賃貸住宅入居支援事業（市
町村事業）との重複申請はでき
ません。

次の⑴および⑵の要件を満たす者
⑴次の①～④のいずれかに該当する

者
①建設型仮設住宅、借上型仮設住宅

入居者で供与期間内に退去した
者

②全壊、大規模半壊のり災証明書の
交付を受けた者

③半壊のり災証明書の交付を受け、
かつ、当該住宅を解体した者

④被災者生活再建支援法第２条第２
号ハに掲げる世帯として認定さ
れている者

⑵知事が別に定める世帯年収（所得）
以下の者

※補助額等については、担当課へ
お問い合わせください。

住まいの再建支
援事業（リバー
スモーゲージ利
子助成）

　住居が被災したことにより、金
融機関等からリバースモーゲー
ジ型の融資（高齢者向け返済特
例等）を受けて、県内で住宅を新
築、購入、補修する場合の借入
額に係る利子の支払額の一部を
一括して支援する。
※民間賃貸住宅入居支援事業（市
町村事業）との重複申請はできま
せん。

住宅耐震化支援
事業

　大規模地震に備え、被災し
た住宅や耐震性が不足する住
宅の耐震化を促進するための
耐震設計及び改修費用等の一
部を支援する。

①耐震診断に要する経費（補助
上限図面あり5.45万円、図面
なし6.8万円）

②耐震設計に要する経費（補助
上限20万円）

③耐震改修工事に要する経費（補
助上限60万円）

④耐震設計・改修工事（一括）に
要する経費（補助上限100万円）

⑤耐震シェルター工事に要する
経費（補助上限20万円）

⑥建替え工事（補助上限100万円）

建設課
都市計画係
☎２８２－１３１２

熊本地震復興
観光拠点整備等
推進事業

　熊本地震からの復興を推進す
るため、観光物産拠点の整備及
び観光資源の発掘・磨き上げ等、
地域主体となった国内外からの
誘客及び観光消費拡大につなが
る町の取組を総合的に支援する。

⑴ハード整備事業
①新たな観光物産拠点施設の整備
②宿泊施設や観光施設等の受入環境

の整備
⑵ソフト事業
①着地型旅行商品の造成、PR動画

の作成、県外でのPR、特産品等
の商品開発、観光物産展等

（※既存の補助制度等が活用できる
場合は、対象外とする。）

【補助額】補助率：1/2
補助上限：観光入込客数、面積等で
上限を設定

商工観光課
商工観光係
☎２８２－１２２６

事業名 支援内容 支援対象経費等 担当課

住まいの再建支
援事業

（転居費用助成）

　発災時点の住居が被災したこ
とにより、応急的な住まいでの
生活を余儀なくされた者が、県
内で新築、購入若しくは補修す
る住宅又は県内の賃貸住宅、公
営住宅等への転居に伴う荷物の
移動に要する費用を支援する。

　いずれかに該当する人
◦建設型仮設住宅、借上型仮設住宅

入居者で供与期間内に退去した者
◦全壊、大規模半壊の罹災証明書の

交付を受けた者
◦半壊の罹災証明書の交付を受け、

かつ、当該住宅を解体した者
◦被災者生活再建支援法第２条第２

号ハに掲げる世帯として認定され
ている者

【補助額】
転居費用助成：一律10万円
民間賃貸住宅入居支援助成
　　　　　　：一律20万円

復興課
復興推進係
☎２８２－１７０１住まいの再建支

援事業
（民間賃貸住宅
入居支援助成）

　発災時点の住居が被災したこ
とにより、応急的な住まいでの
生活を余儀なくされた者が、県
内の住宅を賃貸する場合に必要
となる契約に伴う費用を定額で
支援する。

自治公民館再建
支援事業

　被災した自治公民館を所有す
る認可地縁団体、集落又は自治
会等に対して、建替え及び修繕
に要する経費を支援する。

次の①～④全てに該当するもの
①町の区域内の施設であること。
②専ら地域（集落）の住民が利用す

る施設であること。
③社会教育法に規定する公民館に類

似する施設として、自主的に管理・
運営している施設等であること。

④社会教育法に規定する公民館活動
で活用され、今後活用されること
が確実な施設等であること。

※補助率・補助上限については認
可地緑団体とそれ以外の団体で条件
が異なるので、担当課へ直接お尋ね
下さい。

社会教育課
社会教育係
☎２８２－０８８８

地 域 コ ミ ュ ニ
ティ施設等再建
支援事業

　被災した地域・集落におけ
る地域コミュニティの場とし
て長年利用されてきた施設等
の再建に要する経費を支援す
る。

以下の①～④のすべてを満たす
もの
①町の区域内の施設であること
②専ら地域住民が利用する施設

であること
③専ら地域住民が交代で維持管

理する施設であること
④祭りや行事などにも活用され、

今後も継続することが確実な
施設であること　

【対象経費】建替えや修繕などの
施設等の再建に要する費用

【補助額】　補助率：支援対象経
費の1/2 以内　
補助上限：１件あたり1,000万円

総務課
地域・防災係
☎２８２－１１１１
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